
資料５－１ 

平成 30 年度 大気汚染状況について 

 

令和２年３月 27 日（金） 

 

大気汚染防止法（昭和43年法律第97号。）第22条に基づき、都道府県及び大気汚染

防止法上の政令市において大気汚染状況の常時監視が行われており、環境省におい

ても大気環境モニタリングを行っています。今般、平成30年度における常時監視測

定結果を取りまとめましたので、お知らせいたします。 

 

１．調査の概要 

（１）大気汚染物質（有害大気汚染物質等を除く）に係る常時監視 

対象物質は、環境基準が設定されている６物質です。平成30年度末時点の測定局数は

全国で1,866局であり、内訳は一般環境大気測定局（国設局を含む。以下「一般局」という

。）が1,459局、自動車排出ガス測定局（国設局を含む。以下「自排局」という。）が407局で

す。 

 

 （２）有害大気汚染物質等に係る常時監視 

   対象物質は、環境基準が設定されている４物質、環境中の有害大気汚染物質による健

康リスクの低減を図るための指針となる数値（以下「指針値」という。）が設定されて

いる９物質、環境基準が設定されていないその他の有害大気汚染物質として８物質の計

21物質です。環境基準及び指針値の達成の評価に有効な測定地点（月１回以上の頻度で

１年間測定した地点）は、物質に応じて273～404地点でした。 

 

２．測定結果の概要 

（１）大気汚染物質（有害大気汚染物質等を除く）に係る常時監視測定結果 

① 微小粒子状物質（PM2.5） 

環境基準達成率は、一般局で93.5％、自排局で93.1％（平成29年度 一般局：89.9％、

自排局：86.2％）であり、平成29年度に比べて、一般局、自排局ともに改善しました。

地域別の環境基準達成率の傾向をみると、関東地方の主に都市部、関西地方の都市部

及び沿岸部で環境基準を達成していない地域がみられるほか、中国・四国地方の瀬戸

内海に面する地域、九州地方の北部及び有明海に面する地域では依然として環境基準

達成率の低い地域がありました。 

全測定局の年平均値は、一般局で 11.2μg/m

3

、自排局で 12.0μg/m

3

であり、平成 25

年度以降緩やかな改善傾向が続いています。 

季節別の傾向をみると、平成30年度は晩夏から秋季の濃度が低く、平成30年９月の

月平均値が最も低くなった一方、平成30年４～５月の全国、平成30年７月の西日本及

び平成31年２～３月の北日本においては、日平均値が35μg/m

3

を超過した日数が多く

ありました。 



 
② 光化学オキシダント（Ox） 

環境基準達成率は、一般局で0.1％、自排局で０％（平成29年度 一般局：０％、自排

局：０％）であり、達成状況は依然として極めて低い水準となっています。 

また、昼間の日最高１時間値の年平均値については、近年、一般局、自排局ともにほ

ぼ横ばいで推移しています。 

光化学オキシダント濃度の長期的な改善傾向を評価するための指標

※

を用いて、注

意報発令レベルの超過割合が多い地域である関東地域や阪神地域などの域内最高値

の経年変化をみると、平成 18～20 年度頃から域内最高値は低下傾向でしたが、近年

ではほぼ横ばいで推移しています。 
光化学オキシダント注意報等の発令状況は、発令都道府県数が 19 都府県、発令延

日数が 80 日であり、平成 29 年（18 都府県、87 日）と比較して、発令延日数が減少

しました。３年移動平均値によって注意報等の発令状況の経年変化をみると、発令延

日数は近年ほぼ横ばいで推移しています。 

光化学大気汚染によると思われる被害の届出は、神奈川県（１県）で 13 人であり、

平成 29 年の５県で 20 人と比較して、被害届出人数が減少しました。 

※光化学オキシダント濃度８時間値の日最高値の年間99パーセンタイル値の３年平均値 

   

③ その他の大気汚染物質 

二酸化窒素（NO
2
）の環境基準達成率は、一般局で100％、自排局で99.7％（平成29年

度 一般局：100％、自排局：99.7％）でした。 

浮遊粒子状物質（SPM）の環境基準達成率は、一般局で99.8％、自排局で100％（平成

29年度 一般局：99.8％、自排局：100％）でした。 

二酸化硫黄（SO
2
）の環境基準達成率は、一般局で99.9％、自排局で100％（平成29年

度  一般局：99.8％、自排局：100％）でした。 

一酸化炭素（CO）の環境基準達成率は、一般局、自排局とも100％（平成29年度 一

般局：100％、自排局：100％）でした。 

なお、いずれの大気汚染物質においても、年平均値については、近年、一般局、自排

局ともに緩やかな低下傾向がみられます。 

 

 （２）有害大気汚染物質等に係る常時監視測定結果 

環境基準については、設定されている４物質について、全ての地点で達成していま

した。指針値については、設定されている９物質について、５物質は全ての地点で達

成していましたが、1,2-ジクロロエタンは固定発生源周辺１地点（平成29年度１地点

）、ニッケル化合物は固定発生源周辺１地点（平成29年度１地点）、ヒ素及びその化合

物は固定発生源周辺５地点（平成29年度５地点）、マンガン及びその化合物は固定発生

源周辺１地点（平成29年度３地点）で指針値を超過していました。 

 

 



 
３．今後の対応 

環境省においては、引き続き環境基準の達成・維持に向けて､工場・事業場からの排出

抑制対策、自動車排出ガス対策、低公害車の普及等を総合的に推進していきます。 

PM2.5 及び Oxについては、中央環境審議会大気・騒音振動部会微小粒子状物質等専門

委員会の中間取りまとめ（平成 27 年３月）及び今後の対策に向けた令和２年度までの

３年間の検討・実施スケジュールに基づき、PM2.5 及び Oxの原因物質である各種の大気

汚染物質について、排出抑制対策の強化を検討・実施するとともに、総合的な対策に取

り組む上で基礎となる現象解明、情報整備等に取り組み、その進捗状況に応じて追加的

な対策を検討していきます。 

有害大気汚染物質等については、化学物質排出移動量届出制度（PRTR 制度）による排

出量データ及び有害大気汚染物質モニタリング調査結果等により、排出量や大気環境濃

度等を継続的に検証・評価し、地方公共団体及び関係団体等との連携の下、対策を推進

していきます。 
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＜参  考＞ 

（１）環境基準 

  環境基準とは、環境基本法に基づき設定される、人の健康を保護し、及び生活環境を保全する上

で維持されることが望ましい基準であり、以下のように設定されています。 

  項  目 環境上の条件  

大

気

汚

染

物

質

 

二 酸 化 窒 素          

１時間値の１日平均値が 0.04ppm から 0.06ppm までのゾーン

内又はそれ以下であること。 

浮 遊 粒 子 状 物 質          

１時間値の１日平均値が 0.10mg/㎥以下であり、かつ、１時間

値が 0.20mg/㎥以下であること。 

光化学オキシダント

（Ox） 

１時間値が 0.06ppm 以下であること。 

二 酸 化 硫 黄          

１時間値の１日平均値が 0.04ppm 以下であり、かつ、１時間値

が 0.1ppm 以下であること。  

一 酸 化 炭 素          

１時間値の１日平均値が 10ppm 以下であり、かつ、１時間値の

８時間平均値が 20ppm 以下であること。  

微小粒子状物質

(PM2.5) 

１年平均値が 15μg/㎥以下であり、かつ、１日平均値が 35μ

g/㎥以下であること。 

有

害

大

気

汚

染

物

質

 

ベンゼン １年平均値が３μg/㎥以下であること。 

トリクロロエチレン １年平均値が 130μg/㎥以下であること。 

テトラクロロ 

エチレン 

１年平均値が 200μg/㎥以下であること。 

ジクロロメタン １年平均値が 150μg/㎥以下であること。 

（２）指針値 

 指針値とは、有害性評価に係るデータの科学的信頼性において制約がある場合も含めて検討され

た、環境中の有害大気汚染物質による健康リスクの低減を図るための指針となる数値であり、現に行

われている大気モニタリングの評価にあたっての指標や事業者による排出抑制努力の指標としての

機能を果たすことが期待されるものであり、以下のように設定されています。 

物  質 環境上の条件 

アクリロニトリル １年平均値が２μg/㎥以下であること。 

塩化ビニルモノマー １年平均値が10μg/㎥以下であること。 

クロロホルム １年平均値が18μg/㎥以下であること。 

1,2-ジクロロエタン １年平均値が1.6μg/㎥以下であること。 

水銀及びその化合物 １年平均値が40ng Hg/㎥以下であること。 

ニッケル化合物 １年平均値が25ng Ni/㎥以下であること。 

ヒ素及びその化合物 １年平均値が６ng As/㎥以下であること。 

1,3-ブタジエン １年平均値が2.5μg/㎥以下であること。 

マンガン及びその化合物 １年平均値が140ng Mn/㎥以下であること。 



 
（３）評価方法 

① 二酸化窒素 

１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、低い方から数えて 98％目に当たる値（１

日平均値の年間 98％値）を環境基準と比較して評価を行う。 

 

② 浮遊粒子状物質、二酸化硫黄及び一酸化炭素 

１年間の測定を通じて得られた１日平均値のうち、高い方から数えて２％の範囲にある測定

値を除外した後の最高値（１日平均値の年間２％除外値）を環境基準と比較して評価を行う。

ただし、上記の評価方法にかかわらず環境基準を超える日が２日以上連続した場合には非達成

とする。 

 

③ 光化学オキシダント（Ox） 

１時間値の年間最高値を環境基準と比較して評価を行う。 

 

④ 微小粒子状物質（PM2.5） 

長期基準に対応した環境基準達成状況は、長期的評価として測定結果の年平均値について評

価を行うものとする。 

 短期基準に対応した環境基準達成状況は、短期基準が健康リスクの上昇や統計学的な安定性

を考慮して年間 98 パーセンタイル値を超える高濃度領域の濃度出現を減少させるために設定

されることを踏まえ、長期的評価としての測定結果の年間 98 パーセンタイル値を日平均値の

代表値として選択し、評価を行うものとする。 

 測定局における測定結果（１年平均値及び 98 パーセンタイル値）を踏まえた環境基準達成

状況については、長期基準及び短期基準の達成若しくは非達成の評価を各々行い、その上で両

者の基準を達成することによって評価するものとする。 

 

⑤ 有害大気汚染物質等 

長期曝露による健康リスクが懸念されている物質であるため、月１回以上の頻度で１年間測

定した地点に限って環境基準及び指針値の達成の評価をしている。 

 


